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アメリカの農産物輪出促進政策

-1980年代議会資料の検討を中心に一一

堤 菜穂子

はじめに

アメリカ農業研究は， 70年代以降，世界穀物市場が活況を帯び，それによっ

てアメリカ農業が輸出依存化して，アメリカ農業が穀物市場へ与える影響力が

強まるにしたがい，その政策動向へも関心がよせられるようになってきた。と

くに80年代に入ってからは，農業保護の是非についてレーガン政権下の政策理

念が農業政策にいかに反映されるのか， 85年農業法成立をめぐっては農業外部

からも注目を集めた。

現在のアメリカ農業は， 80年代初期の農業不況が主に利子の低下，政策補償

の増大によって緩和した状況にある（注1)。だが，一方で，それによる政府の財

政負担は増大し，再度農政改革が提起されている。対外的には，停滞した世界

農産物市場を背景に， アメリカの輸出促進措置及び市場開放要求は， ECや我

が国との間で農産物貿易摩擦を引き起こしている。 これも他方で，今やアメ

リカを含めた先進国の国内農業計画の見直しを迫る一つの要因に発展してい

る（注2)。

こうした状況の中で，現在，アメリカの農産物輸出促進策についての関心が

高まってきているといえる。しかし，従来，＇輸出促進策は，農産物価格支持政

策→農産物過剰→補助金輸出→先進国間対立という構図の中で把握され，国内

農産物計画の副次的位置としての視角しか与えられていなかった。本稿におい

ては，この輸出促進策について，議会資料とくにヒアリングにおける各団体の

主張を検討することをつうじて，いかなる利害が，政策に反映されているのか
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をみることによって，現在の輸出促進策の性格づけをおこないたい。それはあ

る面で不十分ではあるが，アメリカ農業政策形成の背景をみることができ，ァ

メリカ農業の経済全体における位置づけを考える一つの手だてともなるだろ

う。

だが直接この検討にはいる前に，アメリカ農業における政策決定原理の枠組

を示した R.S. Talbotの見解を紹介し，次にアメリカ農業をとりまく農業の

貿易動向と現在のアメリカの農産物輸出促進策を確認したい。

（注1) 農業不況の緩和についての指摘は， R.D. Kohl "Farm Finance" Agricultural 

Outlook, USDA, March 1987, "Farm Finance" Agricultural Outlook Sept. 

1987, ゃ G.Hanson他 "TheFarm Economy May Have Turned the Corner" 

Agr. Outlook June 1987, また， FederalReserve Bulletin, Turning the Cor-

ner on Troubled Farm Debt, July 1987. 

（注2) 保護水準を数量化し，国内農業計画の見直しを迫った OECD報告に象徴される。

日本語訳は， OECD編『世界の農業補助政策』日本経済新聞社， 1987年。

1 農業の政策決定過程

アメリカの農業政策の形成過程について，その分析枠組をしめしたものに，

Ross B. Talbotのものがある（注1)。彼は政策決定の原理を， polyarchy,plura-

lism, populism, participatory democracyという 4種の概念で把え，各々の

下で Whocommands?, Under what conditions?, For whose benefit?, 

つまり，誰が支配し，いかなる状況で，誰の利益となったのか，を明らかに

し，概念の特徴を示している。このことによって，政策は，いくつかの主体に

よって政府が支配された結果として出てくるものだという古典的政治概念に，

より深味を与えようとしているものである。農民の政治過程への影響力が民主

主義概念に規定されるものであるなら，農民や農家の数が減少するにつれてそ

の影響力も低下されることになるが，現実には，その減少程の影響力の低下は

みられず，依然として力は働いている。したがって民主主義の相対概念が少な

くとも実際的には修正されてきたということが一般化され，彼の 4つの種類の

政策決定原理の枠組が導き出されるのである。 4種の枠組は， participa to ry 
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democracyから populism;pluralism, polyarchy へと歴史的な連続性をも

っている。この連続性は，新しい概念によって古い概念が捨てられるというの

ではなく，周期的に新しい形態をとってあらわれることもあるが， トレンドと

してはこうした連続性がいえるとしている。

4種の枠組の下で， Whocommands? については次のような分析がなされ

ていく。まず， participatorydemocracyの草の根民主主義は民主主義の基本

的理想であり，その中軸である familyfarmの理想は存続しているが，今日で

は農村におけるその力は減退している。現在では環境運動などにその理想が体

現されているが，その力も農民の経済生活を覆えすほど大きいものではない。

次に populismは，とくにアメリカの農村において重要な概念であり，そのエ

ッセンスは民主主義の精神から生まれた。その全盛期は1870年代であった。

1970年代後半に AAMとして一時期運動が復活し，いまだ， populism精神が

健在なことを示したが， populismもまた participatorydemocracyも現在の

アメリカの農業政策決定への支配的原理にはなりえない。

pluralismは， 1930年代の農業利益団体基盤確立と同時に，農業政策が

"food triangle" とよばれる三角形の角の協力の産物として形成されるように

なったことにもとづく概念である。その力の三角形の三つの角は，議会農業委

員会（注2),農業利益団体一一般・商品別団体，アメリカ農務省である。また，

この "foodtriangle"には多くのタイプが存在するが，主に三つのタイプに

分けられる。一つは， liberalfood triangleで，これは家族農維持の理想を掲

げ，高価格支持の主張にむかうものである。二つは， conservativefood trian-

gleで，自由市場志向を主張するもの。三つは， consensusfood triangle, こ

れは，農業利益団体のイデオロギー的主張が薄れてきたことによるものであ

る。この傾向は，現代の商業的農民の一層の近代化，一般農業団体が投入資材

の売却など農民へのサービスに関与してきたこと，また， DonPaarlbergの

言葉によると，古いアジェンダが，栄養学者，ェコロジスト，公民権論者など

によって構成された新しいアジ、ェンダから挑戦をうけていることが原因となっ

ている。さらに以上の三つのタイプに加えて， foodtriangleの重要な変形に，

food export triangleがある。この構成は，農務省内の ForeignAgricultural 
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Serrice, 食品団体の"cooperators",―これは後に議会の委員会や小委員会と

ともに AgriculturalCooperators Councilに組織されたーから成っている。

これは， foodtriangleの特殊な変形である。この cooperatorsとは，海外で

の種々の輸出促進戦略を展開するために，公私両組織また海外の組織にも補助

金を与えて活動させているものである。 cooperatorの計画はめざましい成功

を収めてきたとされている。

さて，最後の枠組であるpolyarchyの下では，アグリビジネスが農業技術の

進展をつうじてアメリカの経済生活のあらゆる面に深透することによって，ま

たそれが国際政治に大きく関与することによって，二つのfoodnetworkが存

在するようになった。 agribusinessnetworkとWashingtonnetworkであ

る。 polyarchyの理論においては， agribusinessnetworkの対抗力として，官

僚的 food・network,つまり， Washingtonfood networkが，設立される必要

があり，またそうされてきたとする。というのは，食糧政策に関してアメリカ

の国内的及び国際的利益は，公的利益の観点から政策決定を方向づける権限を

もつ新しい官僚を創出することによって，より効果的に追求されると考えられ

たからである。現実には，これは法的境界を混乱させることになったが，食糧

は agribusinessnetworkや特殊利益主導型の foodtriangleに任せるには

あまりに重要なものになってきていた。 したがって，食糧政策において， 対

内・対外政策決定の境界が不明確となり， 食糧はいくつかの分野の領域とな

って， 0MB, CEA, 財務省， また食糧の国際化に伴う， NationalSecurity 

Council, AID, STRの関与が増大してきた。議会でも多様化及びスタッフの

専門化は明白で，これは行政と議会の対立の主要原因ともなった。

以上掲げた四種の概念的枠組は，アメリカの食糧政策において "Who.com-

mands? の疑問に答える上での有効な道具となったが，つぎに，民主主義の 4

種の概念を修正する上で主要な意義をもった 8つの状況の指摘， つまり Un-

der what conditions ? の疑問の検討へ移っている。ここに列挙すると， (1)

農民の政治力の低下， (2)家族農理念の政治効果の継続， (3)農産物過剰と低所得

の不安定性， (4)アメリカの農業・外交政策の手段としての食糧過剰， (5)環境運

動の台頭， (6)支配的な世界食糧パワーヘのアメリカの台頭， (7)天候， (8)不足時
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代への移行，である。これらの中から，前述の pluralism,polyarchyの枠組の

変化に対応する状況変化には， 次のものがある。農業計画の財政負担の増大

が，政治力の構造変化をひきおこし， foodtriangleの一角たる農業利益団体

が都市グループと同盟を結ばざるをえなくなり， foodstamp計画におけるよ

うなトレード・オフが政治的必然となること。また，環境運動の台頭が，伝統

的 triangleを新しくしたこと。 agribusinessnetwork, Washington food 

network, food export triangleは市場志向の戦略を追求するが， Washington

networkは国内政策の事情により管理経済に動くこともあること，また外交政

策に対する考慮が優先して，過剰ー不足が政策決定の主要要因とならない，な

どの指摘もある。 Whobenefits? については，農務省，農業利益団体につい

ても触れているが，アメリカ農業の技術進展がとくに agribusinessnetwork 

を勝利者にしたことに言及している。

Talbot は，最終的には，過去40年間アメリカ農業の政治学におきたこと

を，次のようにまとめている。農業利益団体と foodtriangleの政治学の短期

的で時代遅れの成功とアメリカ農業の公的私的両部門における 2つのエリート

（二重の polyarchy)の漸進的発展である。食糧政策には populist-participa-

tory democracyと比較して，効率性が重んじられ自由により強調がおかれ，

バリティ概念が信頼性を失なった。 これらの政策変化の長期的意味は， agri-

businessと Washingtonfood networkの継続的発展であり，それは農業団

体が，実践的にそれらのどちらかと同盟して，政党とイデオロギー的選好を基

礎にした選択をともなっている。

以上，やや長くなった， Talbotのアメリカ農業政策の政策決定原理につい

ての概念的枠組を紹介した。彼のかなり発想的な枠組の変遷から読みとれるこ

とは，アメリカ農業が技術進展し，輸出依存化することによって，農業が農民

や農家の数を減少させているにもかかわらず，政策形成過程内部においては，

その決定に農業外の分野が大きく関与し，農業がそれ一部門のみの問題として

は片づけられなくなっていることである。それに対応したものが，政策決定の

四種の概念的枠組の変遷である（注3)。
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（注1) R. B. Talbot and Y. W. Kihl "The Politics of Domestic and Foreign Policy 

Linkages in U. S. -Japanese Agricultural Policy Making", E. N. Castle and 

K. Hemmi ed., U.S. —Japanese Agricultural Trade Relations, Resources for 

the Future Inc, 1982. また，アメリカのみに限って，内容をコンパクトにしたも

のに， R.B. Talbot "Food.in the American Political Economy", D. F. Hadwig 

er and R. B. Talbot ed., Food Poli~y and Farm Programs, The Academy of 

Political Science, 1982がある。

他に農業政策の形成過程を扱ったものに， D.E. Hathaway, Government and 

Agriculture, The Macmilan Company, 1963がある。ここでは，かつて議会に影

轡力を及ぽす存在として farmblocがあったが，都市人口の増加によって衰退し，

逆に非農業者グループの賛成を得なければ政策の成立が難しい状況にあること，農

政の変化を阻止するものとしての委員会の存在，農業団体の力の低下とその中での

作物別団体の力の上昇，などの指摘がある。

他にも， G.K. Wilson, Special Interests and Policymaking, John Wiley & 

Sons, 1977ゃ G.D. Guither, The Food Lobbyists, Lexington Books, 1980な

どがある。

（注2) アメリカの上下両院の議会プロセスで最も重要な局面が各委員会の機能であると

される。ここで提出された法案に対し最も集中的審議が行われる。上下院各々に常

任委員会をもちその下に2つまたはそれ以上の小委員会をもつ。農業に関する上・

下両院の常任委員会は，上院， Agriculture,Nutrition, and Forestry Committee, 

下院， AgricultureCommitteeである。山岡清二訳『アメリカ議会と法案審議の

しくみ』経済広報センター， 1981年。

（注3) 農業の政治過程をみたものに，手塚真『米国農業政策形成の周辺』，御茶の水書

房， 1988年があった。また草野厚『日米オレンジ交渉』， 日本経済新聞社， 1983年

は， 日米オレンジ交渉の政策決定の分析枠組について，政府内組織，政府内政策決

定者圧力団体という旧来の国境内のアクターを分析対象にするだけでは相互浸透シ

ステム下の政治現象を分析するには不十分であるという視点にたち，サブ・ナショ

ナルなレベルでの交流を新しい分析枠組として加えた分析を行なっている。

2 農産物貿易動向

(1) 枇界農産物貿易動向

80年代の農産物貿易の性格を押えるためには，まず， 70年代の状況を知る必

要がある。したがって，必要な限りで簡単に振り返ってみる。

世界農産物貿易は， 50年代， 60年代の過剰問題の発生による低迷の時代から
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70年代には繁栄の時代を迎える。農産物輸出額は急増し（図2-1), 量におい

ても大幅な伸びを示している（図2-2)。作物別には，食糧・飼料作物を中心

とした伸びが目立ち，表2-1からは小麦をはじめとした穀物及び油糧種子の

表2-1 作物別輸出量変化率

世・界

農産物

1974-84 
の年変化率
形

小麦及び小麦粉（小麦換算）… 6.23 

米（精米）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 4.89 

大 麦・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6.05 

とうもろこし・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 3.57 
ミレット・・・・・・..................... -2.04 

ソルガム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2.14 

馬鈴薯・・・・・・・・・・・・・:................. 2.37 

砂糖計（粗糖換算）…………… 2.94 
豆類.............................. 7.58 

大豆・............................. 5.33 

大豆油・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11.29 

落花生（からなし）…………... -2.45 

門塁戸：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：＿―~~:~~
ココナッツ油・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2.71 

パームナッツ核・・・・・・・・・・・・・・・・..一11.66

パーム油 9.64 
、油かす類：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：： 8.16 

（出所）「世界農業白書」 1985年

II 
バナナ・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

オレンジ，タンジュリン，……
クレメンタイノ

レモン及びライム………………

コーヒー（生豆及びいったもの）
ココア豆・・・・・・・・・・・・・・・・：．．．．．．．．．．．．．

茶・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・`．．．．．．．．．

綿 花（リント）・・・..................

ジュート及び類似繊維…………

タバコ（製品でないもの）………

天然ゴム・・・・・・・・・・・・・・.•..'.....'...'.''.. 

羊 毛（脂付き）・・・・・・・・:........... .. 
牛・・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

羊及び山羊・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

豚・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
肉計・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

乾燥乳・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

卵 計（からつき）・・・・・・・・・・・・・・・・・・

I 1974-84 
の年変化率

亨48
ー.05

1.73 

2.14 

1.15 

・2.42 

1.20 

-4.06 

.73 

.. 87 

-.28 

1.62 

7.65 

5.65 

5.67 
9.10 

5;96 

輸出増加が確認できる。また地域別にみると輸出側は先進国中心，輸入側は途

上国中心に70年代の農産物貿易の増大は先進国から途上国への輸出に支えられ

ていたことがわかる（図2-3,4)。こうした動向は主に輸入側に規定された

ものであった。' ' ' 、.、

図2-5は， 70年代に輸入の増加の激しカふった途上国及び社会主義国の地域

別輸入動向をみたものである。これをみると，石油産出国のある近東途上国の

伸びが目立ち，ラテンアメリカ諸国，アフリカも高い。これを70年代の輸出増
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図2-3 世界農産物輸出量指数（先進国・途上国別）
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□ 世界 ＋先進国 ◇ 途上国
（出所）「世界農業白書」 1985年

図2-4 世界農産物輸入量指数（先進国・途上国別）
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加の中心的役割を果たした食糧・飼料についてみると図2-5①，図2-5②の

ようになる。

このような地域での70年代の貿易急増の背景には，途上国の経済成長，オイ

ル価格の急上昇による石油収入の増大，国際的な金融膨脹の中で進展した途上

国向けの信用供与の大規模な増大，といった経済的条件が存在していたと小沢

健二氏は指摘しておられる（注1)。

さて80年代にはいると，農産物輸出額，量ともに伸び率は鈍化し，農産物貿

易は停滞局面にはいる。地域別には，いずれの地域にも輸入の鈍化はみられる

が，近東諸国，アフリカなどに大幅な低下がみられないのに対してラテンアメ

リカ諸国の輸入低下は著しい。これらの70年代の状況の反転は，先に指摘した

経済条件の喪失によるものである（注2)。とくに，累積債務問題の現出にともな

う輸入の急減が80年代の農産物貿易構造を特徽づける一要素となっていること

がよみとれる。
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図2-5 地域別輸入量指数（途上国内部）
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図2-5① 地域別輸入量指数ー食糧
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図2-5R 地域別輸入量指数一飼料
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(2)アメリカ農産物貿易動向

アメリカの農産物貿易は，既述の世界農産物貿易の変化の反映をみることが

できる。まず農産物輸出入額の変化では， 70年代の輸出額は大幅に増加し， 81

年をビークに減少，停滞している。他方，輸入額は上昇傾向をたどり， 80年代

に入ると停滞した輸出額とあいまって貿易余剰を著しく減少させている（図2-

6)。作物別輸出についても， やはり70年代をつうじた穀物，油糧種子の伸び

は高く，輸出額に占める割合も1980年で穀物46.4%, そのうちのとうもろこし

が20.6%,小麦16.2%,油糧種子22.8%, そのうちの大豆が14.3%, と輸出に

おける重要な位置を占めている。しかし，これらの作物も81年をヒ°ークとした

輸出額の減少が全体を上回る程度ですすんでいる（注3)。また，同作物が世界輸

出額に占めるシェアの推移をみると， 1970年，小麦31.8%, とうもろこし49.4

%, 大豆87.5%,80年各37.1,78.6, 82.8%, 85年には小麦25.2, とうもろこ

し62.3,大豆50.8%と，小麦と大豆のシェア低下が著しい。そこで小麦と大豆

について主要輸出国の生産・輸出の動向をみたのが図2-:-・8, 9である。 81年

以降，小麦については，アメリカ以外の全ての国の追い上げが激しく，大豆に

単位：千
50 

図2-6 アメリカ農産物輸出入額
mil. dol. 
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一輸出額 …•輸入額

（出所） USDA, Agricultural Outlook, Yearbook .198.7 
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図2-7 農産物作物別輸出額
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笏゚穀物謎油糧種子図動物製品圃綿花冒lタバコ □野菜・果実
（出所） USDC, Statistical Abstract 1987. 

ついてはラテンアメリカ諸国の輸出増加がある。アメリカの輸出仕向地につい

てみれば（図 2-10),70年代の輸出の伸びが，ここでも，途上国，社会主義地

域への輸出に支えられていた事がわかる。80年代に入ると，これらの地域の輸
入は減少する。

さて，世界農産物貿易動向に影響を及ぽした累積債務問題は，アメリカの貿

易動向には如何に作用しているのか。アメリカの輸出動向については，輸出競

合国としてまたアメリカの輸出市場としてラテンアメリカ諸国は重要な位置を

占めている。小麦・大豆についての輸出競合関係は既にみた所であるが， ラ

テン諸国に注目して特に数字をあげれば次のとおりである。小麦輸出につい

ては，額でのアメリカのシェアは， 1979-80年， 37.8%,~81-:c--82年， 39.1%,

83-85年， 33.0彩であるのに， アルゼンチンは， 同時期に4.5%,3.8%, 7.0 

彩となっている。量ベースでは，アメリカが1979-80年に39.6%, 81-82年，

41.3鍬 83-85年， 33.2彩なのに，アルゼンチンは，同時期に4.9彩， 3.6彩，

8.2彩となっている。大豆輸出については， 額でアメリカのシェアが1979-80

年に82.8彩， 81-82年に86.3%,83-85年に77.5%であるのに，アルゼンチン
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は同時期， 9.3彩， 7.0%,9.0%であり，ブラジルは4.1彩， 3.7彩， 7.8%とな

っている。量ベースでは，同時期アメリカが， 81.5%,86.0彩， 75.9形である

図2-8 ① 小麦生産
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のに， アルゼンチンは10.5%. 7.4%, 9:6%で， ブラジルは4.0%,3.5%, 

8.2%となっている（注4)。アメリカの輸入先としても， ラテンアメリカ諸国の

図2-9 ① 大豆生産

Mil. Metric Tons 

0

0

0

 

4

3

 

0

0

 

7

6

5

 

20 ------+ 
--ーキー·—+------- • --------- -------+ ヤ゚

10-i ャ—-—+-------+-------+··+や---
---...~----<>---4---—~--.-—~--—~---~--- ~ 

0 . 
1974.76 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984・. 1985 

□ U.S. +Brazil ◇ Argentina 

③ 大豆輸出

Mil.Metric Tons 
40 

30 

20 

10 

゜

........ + 
--人、 ふ----ーキ --

------+-------"'F---- 。--キ--
、中---

-。キ、ャ—---―中--、~---◇
十--- , 

...... $-——• --—~-— -4-·- —¢---4' 
， 

—• ... 
I I 

1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 

□ U.S. + Brazil ◇ Argentina 
（出所） FAO, Production Yearbook及び TradeYear book各年号



-80-

単位：干

40 

経済論究第，72号

図 2~10 アメリカ輸出仕向地
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（出所） USDC, Statistical Abstract, 1987. 

重要性は大きく，メキシコ，ブラジルの地位は，カナダについで高い。両国か

ら，とくにメキシコからの82年以降の輸入の伸び率は高い（注5)。つまり， 80年

代以降の輸入額増大にも累積債務の影響をみることができる。

したがって，輸出国であるアメリカは，累積債務問題の現出によって，債務

国であるラテンアメリカ諸国への輸出市場の喪失と，それらの諸国の第三国へ

の，またアメリカヘの輸出促進という二重の打撃を被ることになったといえる

（注6)

（注1) 小沢健二「世界の食料問題」馬場宏二編『シリーズ世界経済I 国際的連関』，

御茶の水書房， 1986年。

（注2). 同上。

（注3). USDC, Statistical Abstract 1987. 81年,..:,35年の輸出額の減少率は，全体が33.0

％，穀物全体で41.9%, うちとうもろこしは34.6%,小麦は52.2%で，大豆は39.6

％になっている。

（注4) USDA, FATUS, May/Jure 1988. 

（注5) USDA, FATUS. Calendar・Year 1987•Supplement, FATUS May/June 1988. 

競合的輸入のスビードは記録的ペースですすみ5牛肉，生牛，果実，野菜の作物が
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それで，輸入先は主にメキシコである。

（注6) 70年代， 80年代の世界の穀物や油糧種子の輸入に影響を与えた要因のうちの債務

危機の発生については，それが多くの途上国に輸入制限的に働いたと同時に，外貨

獲得のための輸出を上昇させる作用があった。これらが累積債務国ラテンアメリカ

の輸入の縮小・競争の激化を生み出した要因である。この事を指摘しているもの

に， "Exp。rtGrowth Markets. for U. S. Grains and Oilseeds" Agricultural 
Outlook, August 1987. がある。

3 輸出促進政策

(1) GATTへのアメリカの立場

戦後， 輸出促進策を国際的に規定してきた）レールは GATTである。 従っ

て，実際のアメリカの農産物輸出促進策をみる前に，アメリカがGATTに対

して基本的にどういう姿勢で臨んでいるのか，簡単に触れておく。

GATTが自由主義，無差別主義，相互主義の原則にもとづき自由で多角的

な貿易秩序の確立を目的としていることは周知であり，その規定は全体として

農産物貿易にも適用される。補助金とくに輸出補助金についての規定は第16条

にあたる。その適用上，補助金を「一般の補助金」「輸出補助金」 にわけられ

後者により強い規制を求めている。また， 「輸出補助金」が一次産品とそれ以

外のものに区別されている。一次産品以外の産品については原則禁止，一次産

品については原則禁止の考え方ではなく，努力目標としてその回避をうたうに

とどまり，世界市場における「衡平な取分」をこえて不当に輸出を促進しない

かぎり許されている（注1)。
. . . 

アメリカの農産物貿易についての基本的立場は，理念上，戦後一貫して自由

貿易原則を推進することにあった。欧州，日本などが農業を特別扱いするのに

たいして，アメリカは農業にも工業と同様に GATT原則を適用しようとする

立場である。この理念にもとづいて，アメリカは ECや日本に対し，相手国

が輸入保護措置を全廃する場合には自らも保護を廃止するという理屈で交渉戦

略を展開してきている（注2)。

80年代に入ってからもアメリカの基本姿勢は変わらず，現在の低迷した国際

農産物貿易の環境の下でその姿勢を一層強めているといえる。アメリカの主張
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は，国際農産物貿易低迷の原因となっている国内農業政策，即ち輸出補助金や

輸入障壁を削除しようというものである。 GATT加盟国は，補助金と輸入障

壁を削除し，農産物について健全な｝レールを統一化し，全ての農産物を交渉の

場にもちだすべきだとしている。ここでも，競争相手国が補助金を交渉のテー

ブルにのせるのであればアメリカにもその用意があるという論理を繰り返して

いる。ただ，その際，除去の対象とならない政策として農民への補助金をつう

じての安全対策 (safetynet)ーデ・カップリングをさすーと善意の食糧援助

をあげている（注3)。

(2) アメリカの輸出促進策

アメリカの農産物貿易にたいする理念上の立場は既にみたとおりであるが，

最大の農産物輸出国であるアメリカが現実には如何なる輸出促進策をとってい

るのであろうか。輸出促進策といっても直接・間接に様々の形態で存在してい

る。価格支持政策において，従来価格支持水準と所得補償水準が一体化してい

たものが切離され，前者が市場価格水準にまで引下げられた73年法以来の不足

払い政策もその一つと考えられる。また，政府計画下の輸出促進策としては，

非商業的輸出としての PL480食糧援助と商業的輸出としての CCC輸出信用

に大別される。

非商業的輸出としての PL480とは， 1954年に成立した食糧援助法の下に行

なわれる輸出で，タイトル1--皿に分類される。タイトルI・IIIは長期延べ払

い輸出を扱い，タイトルIは延べ払い条件を長期に譲歩したものであり，タイ

トルIIIは援助農産物の販売代金を国内開発用資金として積み立てることにより

返済が免除される。タイトルIIは贈与を扱っている。商業輸出としての CCC

輸出信用は，商業輸出への援助であり， CCCに回転基金をつくり，これによ

って輸出信用の直接供与と民間信用への保証を行うものである（注4)。

これらの政府計画下の輸出が歴史的にどのように推移しているかは図3-1

にみるとおりである。政府計画輸出の割合は， 60年代に高いが， 70年代に入っ

て国際農産物市場の好況を背景に減少するものの80年代にはいると再び上昇し

ている。 これをさらに政府計画内の内訳でみると， PL480の非商業的輸出の

割合が低下し，商業的輸出の割合が増加する傾向が70年代後半から80年代にか
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図3-1 全輸出（農産物）に占める政府計画輸出の割合
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99th Congress-Ist Session 1985. Volume 2, Legistrative History 

p. 1177より作成

けて顕著になっている。つまり，現在は輸出促進策を政府計画輸出の全輸出に

占める割合という視点から把えれば，それが強まっている状況にあり，補助の

形は直接から間接へ移行している事を特徴としている（注5)。これを作物別にみ

ると図3-2のようになる。

ところで，現時点も含め1990年までの農業政策動向を規定する基本法である

1985年食糧安全保障法 (FoodSecurity Actー以下1985年発農業法と略す）に

は， どのような輸出促進策が含まれているのか。その内容をみると， 輸出促

進の手段として主に，価格引き下げ，商業信用，食糧援助の三通りにわけられ

る。

価格引き下げは，一つにはいくつかの主要農産物に対して競争力を回復する

ためにローン・レートを引き下げるという方法で行なわれた。また，価格競争

力をつけるため， EEP(Export Enhancement Programs)も導入された。こ

れはアメリカの農産物輸出者が特定国において価格競争的であることを助ける



- 84- 経済論究第 72 号

図3:.:.2 作物別政府計画輸出の内訳
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（出所） USDA, ERS. "Inc,reased Role for U.S. Farm Export Programs" 
April 1987 

ために，彼らに CCCよりボーナスが証書の形態で発給されるというもので，

このボーナスはCCC所有農産物と交換することも，また現金化することも可

能である。

商業信用では，短期，中期ともに直接信用の縮少，融資保証の拡充を示す規

定が含まれた。

食糧援助計画としては，まずPL480のタイトルIで受入国の通貨での現金

売りが認められた。また，修正された1949年法の Section・416は余剰 CCC所

有農産物の贈与を認めていたが過去にはたいてい酪農品があてられていた。こ

れが， 85年農業法では CCG所有の全ての農産物を含む計画に修正された。さ

らに Foodfor Progressの計画下で，農産物が Section416, タイトルIあ

るいは双方をつうじて分配され，受入国の特定の農政改革の達成を援助するこ

とになっている（注6)。

価格引き下げ， 商業信用， 食糧援助以外のその他の計画の中， TEA・ 計画

(Targeted Export As-sistance Program)がある。これは，競争国の不公平
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な貿易政策によって不利益を被った生産者に対して CCC から証書が与えら

れ，その証書は CCC商品をとることもできれば，目的市場における貿易公正

のための市場促進をフィナンスするために，換金することもできる（注7)。

以上が85年農業法において規定された輸出促進措置の大まかな内容である。

（注1)全国農業協同組合中央会編『ガットと農業』筑波書房， 1986年，紙谷貢・是永東

彦編『農業保護と農産物貿易問題』農林統計協会， 1985年を参照。

（注2) 1971年ウィリアムズ報告， 1973年フラニガン報告の戦略に典型的に表われてい

る。

（注3) J. S. Holden, "Harvest 2,000 : The U. S. Proposal For Comprehensive Re-

form of Agricultural Trade", U. S. Information Agency, June 1988. 

（注4) 手塚真「農産物輸出補助金」『米国農業政策形成の周辺』御茶の水書房1988年，

参照。

（注5) 手塚真氏は， 80年代の輸出補助金計画の特徴として，補助金の対象が一律でなく

限定的である点をあげておられ，これがアメリカの国際交渉戦略及び費用効率とい

う経済性にもとづくものであることを指摘しておられる。前掲書， 147-150頁。

（注6) Mark Smith "Increased Role for U. S. Farm Export Programs", Agricul-

ture Information Bulletin No. 515, ERS, USDA, April 1987, Mark Smith 

"World Agriculture and Trade" Agricultural Outlook, USDA, May 1988. 

（注7) EEPとTEAは，一つは，援助タイプー前者は特定商品の特定輸出業者に対し

てであるのに後者は全ての関連輸出業者に対してである一，二つは， TEAは潜在

市場の不公平な輸入政策に対しても使用できること，三つは.EEPは主に粗粒商品

対象で， TEAは高付価値品対象である点などに差異がある。 AgriculturalOut-

look, May 1988。

4 議会審議過程

現在の輸出促進政策， とくに前節でみた85年農業法における輸出促進策，

EEPを中心とした審議過程を検討しよう。ここで検討の対象とするのは， 85

年から86年にかけて行なわれた三つのヒアリング（公聴会）の資料であり，

その中での各団体の主張をつうじて，それらの政策展関に及ぼした影響をみる

ことによって政策の性格づけを試みたいと考えている。だがその前にそれらの

ヒアリングが出てきた背景を知る上でも，はじめに輸出促進措置に関する審議
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の全体の流れと政策展開を述べておくことにしよう。

85年農業法は，既に前節でみたように，主要作物のローン・レート引き下げ

と， Tradeの規定の中のEEPを特徴とした輸出促進措置を主だった内容とし

ている。前者については，所得補償を段階的に廃止し，価格支持水準を切下げ

るという政府案に対して，議会に出された反対案との妥協の産物として成立し

たものだった。議会の反対案は，所得補償は従来どおりでマーケッティング・

ローンを採用しようとするもの，供給管理を行うもの，価格支持水準は切下げ

て所得補償は維持するものに分れたが，結局最後のものに落ち着いた。当時，

アメリカ農業を取りまく環境は，農産物輸出不振，それと高金利が結びついた

結果としての農家の経営困難，いわゆる農業不況であった。その中から出てく

る政策的要求は輸出促進のための低価格，不況脱出のための高所得，及び農業

を含めた経済政策全体の要求としての財政縮小であったが，それらは全てが同

時に実現することはできない関係にあった。したがって，最終的に所得補償が

維持されたまま価格支持の引き下げという妥協が成立したことは，政府側は，

財政削限及びイデオロギーの面で譲歩し，議会側とくに民主党は，農業所得が

現存の高率では永久に補助されないことを譲歩し，双方が引分けに終ったこと

を意味した（注1)。

一方，後者である価格引き下げの輸出促進策については，既に83年に上院農

業委員会に輸出補助金計画として法案が出されていた（注2)。これは，アメリカ

農産物輸出の低下を， ECや他国の略奪的な貿易行為のせいとして市場回復の

ために現物輸出で報復しようとするものであった。だが上院本委員会において

も，下院農業委員会においても法案とはならなかった。 85年に両院における最

初の法案決議は，輸出補助をその年の中心課題にすべく海外販売増進のための

補助金を含んでいた。政府側は，それが農業への自由市場アプロ:.....チを侵すも

のである事を理由に輸出補助金を拒否していた。が，ついに予算決議について

の上院との交渉過程で，いくつかの主要な賛成権の代わりに補助金計画の実施

に同意した。 5月15日に，政府は， 3年間で， 20億ドルの輸出補助金計画を公

表した。

こうして，ここで特に注目する EEPが発足したわけである。．この計画いわ
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ゆる EEPは，前節の繰り返しになるが，アメリカ農産物の輸出拡大のため，

輸出会社あるいは輸出販売者に対して CCC所有の余剰作物をフリー・ボーナ

スとして与えるというものだった。政府計画は， EC を含め， 不公正な貿易

行為を行なっている競争国によって奪われた海外市場をターゲットにしてい

る（注3)。 この計画はその後， 86年に85年農業法の Tradeタイトルの修正であ

る FoodSecurity improvements Act of 1986が成立し， その中で20億ドル

の計画が10億ドルに縮小された。また，この時期にはそれ以外の農産物の海外

販売促進のために多くの新しい法案が導入されたが，主要な農産物貿易法は成

立しなかった。一方では， EEPについて，アメリカの農産物の伝統的購入者

に，計画をオープンにするようにという圧力が，この間続いた。こうした圧力

に対してレーガンは， 外交政策分析家のアドバイスにもかかわらず， EEPの

ソビエトヘの適用を8月1日宣言した（注4)。以後現在までEEPは拡大してい

る。

EEPは発足当初，イニシャチブは作物では小麦，小麦粉，国別にはアフリ

カ諸国に限られていた。それが85年5月から 88年5月までの間に売上げとし

て，その約半分は88年会計年度の初めからのものとされているが， 49億ドルを

記録している。 85年以来，計画下の主要作物は小麦，大麦，小麦粉であったも

のが，作物別の内訳でみると， 87年10月より88年3月までの売上げをとれば，

小麦が1,700万t,大麦100万t.以上，それにより少量の大麦モルト， 乳牛，冷

凍家禽， ‘ノルガム， 卵， 植物油となっている。小麦の主要目標市場はソビエ

ト，モロッコ， アルジェリア， エジプト， 中国であり， サウジアラビアは大

麦の主要市場であった。 このように計画は現在まで多様化と拡大をみせてい

る（注5)。

さてここで，以上のような輸出促進策に関する審議過程と展開の中で行なわ

れた三つのヒアリングの検討をとおして（注6), 各団体の政策へのスタンスとイ

ンパクトを確認することにする。

ここでとりあげる三つのヒアリングは， "GeneralFarm Bill of 1985 (Re-

search, Extension, Teaching, Export Programs)" March, April 1985, 

"Review of the Export Enhancement Programs Announced by the USDA" 
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October, Novem~er 1985, "Review of Expo・rt Initiatives in the Food 

Security-Act -of 1985" April 1986, であり，いずれも下院農業委員会でおこ

なわれたものである。そして，政府側として農務省，農業利益団体として，ァ

メリカの輸出シェアを大幅に低下させた小麦と大豆の二作物団体（注7), それに

会計検査院 (GAO)の各団体の主張に注目する。

第ーに， "GeneralFarm・Bill of 1985''。これは， 85年農業法制定にあたっ

て包括的な農業食糧政策の修正に関する問題と提案を検討したものであり，こ

こではとくに輸出計画を取り扱ったものを対象とする。

〔農務省〕

80年代に入ってからの輸出低下の原因を， 70年代のブームを永久的なものと

考え，耕作面積拡大による供給過多に陥ったことにもとめ，その結果としての

現在の消費を大きく上回る生産という状況が，貿易における過当競争をうんで

いるとする。アメリカ農産物輸出を回復させるためにはこの環境を改善しなけ

ればならず，これは短期的に解決できるものでもなく，生産削減のようなアメ

リカだけの力で解決できるものでもない。アメリカの輸出低下をくい止める方

法は，十分に全る状況を考慮した中でみつけられねばならず，輸出改善の方策

から余り多くの事や早い解決を望むべきでもない。

アメリカの輸出を阻害する種々の要因のうち， ドル高と高価格支持計画があ

る。とくに高価格支持は，競争国の生産を増進させ，アメリカの輸出低下を招

いている。競争的な価格実現なしには，輸出回復のためのいかなる方策も適切

ではない。従って1985年農業法の貿易戦略には，価格競争強化，と貿易慣行・

障害に関する措置の二つの部分がある。後者に関しては，貿易制限的行為の軽

減を交渉する事によって農産物貿易の自由化を促進しようとするものである。

アメリカは GATTにおいて農業を工業と等しく扱わない大勢に与していた

が，現政権はこれを変えようとするものである，としている。

〔AmericanSoybeans Association〕（大豆協会）

農産物輸出停滞の原因は，ドル高，世界不況，競争国の補助金輸出などにあ

るとしているが， ドル高をとくに強調している。輸出促進のための具体的措置

として， (1)輸出をタイトル I項目として優先課題におき，競争国に対してアメ
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リカはもはや過剰の吸収者でなく価格保証者でないことを宣言すべきであるこ

と， (2)海外販売を増やし， インフラ投資を増大すること， (3)海運補助金の改

革， (4)大豆を価格競争的に保つこと， (5)輸出拡大策をとること一輸出販売促進

のための過剰在庫の使用等，をあげている。

〔NationalAssociation of Wheat Growers〕（全国小麦生産者協会）

輸出停滞は，政治・経済・外交政策の種々の要因に帰するが，その回復のた

めには，供給・需要側ともに強力な措置をとる必要がある。具体的には，マー

ケッティング・ローンの採用ー農業所得に影響することなく市場志向的であり

価格競争的であると共に，競争国に対して価格保証者であることを除去でき

る，としている一，輸出ボーナス計画の使用， PL480計画の継続と援助計画へ

の資金の増大，中期信用計画の実施などをあげている。

第二のヒアリングは， "Reviewof the Export Enhancement Program An-

nounced by the USDA"。これは， EEPの施行より約6ヶ月後に， EEPの効

率性などを審査したものである。

〔農務省〕

CCC所有農産物の資産価値で3年間， 20億ドルを輸出者に補助し， CCC在

庫をボーナスの形態で輸出競争的に運用しようという EEPは二つの目的をも

っていた。一つは，アメリカ農産物輸出の増大であり，もう一つは，競争国の

不公正な貿易行為に対抗することであった。そして計画には，適用に際して満

たすべき基準が存在していた。販売が競争国が輸出に補助金を与えている特定

市場に向けられること，販売が計画がない場合よりも輸出を増加させること，

販売が計画がない場合以上に財政支出を増大させないこと，であった。これら

の基準は，閣僚レベルの経済政策閣議で設立され，あらゆる提案が基準を満た

すかどうかの判断はまず農務省によってなされることになった。

計画の運用は柔軟であった。ボーナスはアメリカの農産物に競争力をつける

のに十分であったが， それは世界価格を下まわせることを意図していなかっ

た。計画は商業価格での販売を保証したのであり，譲許価格によるものでなか

った。その為に計画には，価格審査フ゜ロセス (pricereview process)を展開

させたのである。
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また， EEPの実施は，農産物輸出を増大させ，競争者に不公正な貿易慣行を

変更するための交渉を開くことを促すであろう。ただ，どんな貿易政策も，農

産物計画・政策が経済の現実に矛盾する一つまり市場が与える以上のインセン

チブを与える事によって過剰をうむーならば，働かない。計画の変更，世界市

場価格との連動が必要である。さらに貿易政策を有効にし，アメリカ農業を競

争的にする為にもドル高是正などマクロ経済面の調整が必要である。

〔U.S. Wheat Associates〕（アメリカ合衆国小麦連合）

EEPは長期的にみて，政府が計画を拡大維持し， 競争国の輸出行為を変更

させる限りアメリカの生産者にとって有益なものとなるだろう。 EEPは EC 

のようなタイプの輸出補助金を終結させるものである。

しかし，計画が ECの市場に限定されている。 EEPの基準にあてはまる多

くの国があるので，農務省は目標国 (targeted)を拡大するように要求する。

基準にあてはまるすべての国への計画の拡大がなされず， EEPが目標設定的

(targeted) のままならより広範な計画の設立が必要であることが提案の一つ

としてあげられている。

〔NationalSoybean Processors Association〕（大豆加工協会）

計画は大豆部門においてブラジルやアルゼンチンの不公正な貿易慣行によっ

て，アメリカが奪われた第三国市場を取り戻すのに役に立つであろう。計画の

Additionality, Targeting, Cost Effectiveness, Budget Neutralityという基

準に，大豆部門は適合している。しかし，大豆油について計画は実行されてお

らず，大豆部門の計画は，それがアルゼンチンやブラジルのアメリカの銀行へ

の負債返済能力に影響を及ぽすことになるために，考慮されていない。 Natio-

nal Security Council, 0MB, 財務省がそのような計画を除外している。計画

の参加へのオープンで公正な機会が与えられること，これを主な要求に掲げて

いる。

〔GeneralAccounting Office〕（会計検査院）

EEPの将来の活動は，現在の基準によって制限されている。計画のターゲ

ットの側面がその主な根拠である。 Target基準によると計画の対象は，輸出

補助金を行使する競争国であり（実際にはとくに ECであるが），全ての市場
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がその対象となっているわけではない。補助金を使わない競争国が計画によっ

て被害を受けないためである。また，ソビエトをターゲットにする可能性につ

いても，外交政策上の配慮から薄いと思われる。農産物の範囲も，原理的には

計画は全る種類の農産物を含むことができるが， 現在の小麦と小麦粉のみか

ら， 他の作物に計画を適用する可能性は限られているとみられる。他には，

Additionalityの短期性の問題もある。

要するに， EEPはアメリカ農業の競争力低下に限定的に対応するものであ

って，それがアメリカの農産物輸出を大幅に増大させ，他の競争国の輸出補助

金削減を促す可能性は非常に低い。これが結論となっている。

最後に検討するヒアリングは， "Reviewof Export Initiatives in the Food 

Security Act of 1985"である。特に EEP関連箇書を取り上げてみたい。

〔農務省〕

EEPは， アメリカ農業に競争力をつけさせるための主要な規定のうちの一

つである。 85年農業法の最も重要な側面は，主要作物の価格支持を調整する柔

軟性であって，ローン・レートの低下と結びついて，輸出状況に大きな変化が

みられるだろう。しかし，これらは緊急の輸出問題に対応する一時的措置であ

り，長期的には自由貿易を達成する目的へ向かう必要がある。 85年農業法は貿

易制限削減のための交渉を補充している。

〔AmericanSoybeans Association〕

提言として四つあげられている。 (1)海外市場開発のための資金確保， (2)大豆

油の販売促進のための TEA資金増加， (3)インフラのための中期信用計画の承

認， (4)政府のブラジルやアルゼンチンに対する＂無千渉”政策の審査である。

最後の提言では，大豆及び大豆産品が EEPの対象となってないことについて

の不満を述べている。

〔General.Accounting Office〕

EEPは，農業者同盟， 0MB,上院の討論の中からうまれたものであり，主

に裁量的なものであった。政府側はこの計画は，自由貿易を支持して補助金に

反対する政府の政策と相反するものとみていた。従って政府の広範な貿易政策

と一致させる為，計画にtargetをはじめとする条件を加えた。余剰農産物処
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理という性格に制限を与えるのはこの規定である。

EEP が計画の二つの目的，すなわち輸出増大と補助金輸出国を補助金廃止

のための交渉のテーブルにつかせることに対してどのようなインパクトをもっ

たのか， という評価に関しては， EEPのみを切離して論ずる事は難しいとし

ながらも次のことが述べられている。Additionalityの一時性，計画のターゲ

トにならなかった伝統的顧客が，例えばソ連，中国，他の競争国へ購買元を変

更するかもしれないこと，また， EC以外の競争国が EEPに小麦価格低下の

一因を認め，批判的であること，等である。

以上， 三つのヒアリングにおける各団体の主張をとおして次の事がいえよ

う。アメリカの農産物貿易に対するスタンスは，前節で見た様に自由貿易の実

現であるが，この路線の中で1985年農業法の輸出促進措置は一時的短期的なも

ので，長期的には自由貿易理念と矛盾しないものと位置づけられている。従っ

て， 85年農業法の中の一輸出規定としての輸出補助金計画， EEP も，実施基

準，即ち target,additionality, budget neutrality, とくに targetの規定を

設け，目的をアメリカの農産物輸出増加と，それをつうじた補助金輸出国の財

政圧迫とその結果として補助金問題を貿易交渉のテーブルにのせることに置く

ことで，自由貿易理念との一致を保たせ，計画を正当化させている。

だが生産者団体側は， EEPが輸出増大の意図をもつことで評価しながらも，

targetの規定が ECのみを対象としていることに批判している。とくに大豆関

連団体は，，大豆が targetの対象からもれていることに不満を示し，それが，

政府の農業を犠牲として累積債務国（アルゼンチン，ブラジル）へ利害をもつ

金融資本への優遇措置に起因するとして，累積債務問題をまきこんだかたちで

政府の累積債務国への農産物輸出に関する無干渉政策を批判している。

現実には議会審議の動向と政策展開でみたように， GAOの見解に反して，

EEPは計画を拡張し， ソビエトや中国へも計画を適用し， 対象作物も拡大し

ている。結果的には，生産者団体の主張をとりいれたかたちで，政府側がかろ

うじて保っていた自由貿易理念が一層形髄化することになった。

0主1)Congressional Ql)a:i;-terly Inc. C_Q Almanac 1985. 
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（注2) Congressional Quarterly Inc. CQ Almanac 1983. 

（注3) Congressional Quartery Inc. CQ Almanac 1985. N. A. Blanpied ed., Farm 

Policy, Congressional Quarterly Inc.,_ 1984. 

（注4:) Congressional Research Service, "Major Legislation of the Congress" 99th 

Congress, 100th Congress, Issue No. 2, Jan. 1988, Summary Issue, Nov. 1986. 
（注5) USDA, Outlook for U. S. Agricultural Exports, May 26, 1988, USDA, Agr-

cultural Outlook, May 1988参照。

（注6) この時期，農産物貿易に関する多数のヒアリングが行なわれている。 "Agricul-

tural Export Trade", Feb.'83. "Review of Agricultural Trade Issues" Apr'il 

83. "Agricultural Trade Legislation" Feb.'84,''Long-Term Farm Policy to 

Succeed the Agriculture and Food Act of 1981." Feb. June.'84, "Examining 

the Competitive Position of U. S. Agriculture in the current・World Envi-

r~nment" Feb.'85. "Framework and Analysis f~r Agricultural Policy in 1985" 

March, May'85. "Preparing for the GATT: A .Review of Agricultural 

Trade Issues" June, July, Aug.'86, "Agriculture in the GATT: Toward 

the Next Round of MTN" "Review of General Agricultural Situation" Oct. 

'86, "Review of Implementation of the・clear title provfaions of the Food 

Security Act of 1985." Aug.'86等がある。

（注7) アメリカの農業団体は，一般農業団体と個別作物団体の二種類に分れる。前者は

農業及び農民の生活全般について独自の政策的主張をもち，これに基づいて議会に

対するロビイング活動などを行なう。 AFBF,NFU等がこれにあたる。後者は，

個々の作物ごとに組織されたその作物の利害を政策的に反映させるための立法～ロ

ビーイング活動や対政府活動を行う生産者団体及び販売促進団体である。ここで取

り扱った小麦・大豆については各々次のような団体がある。小麦は全国小麦生産

者協会 (NationalAssociation of Wheat Growers), アメリカ合衆国小麦連合

(U. S. Wheat Associates)。 大豆は， アメリカ大豆協会 (AmericanSoybean 

Association)である。ここでは大豆については加工業組合の主張もとりあげた。

服部信司，小沢健二編『アメリカ農業の政治力」，全国農協中央会， 1986年。

むすびにかえて

本稿は，従来あまり分析の対象とされてこなかったアメリカの農産物輸出促

進政策を取りあげ，それを議会のヒアリングの検討をつうじて分析した。

現在アメリカ農業は， 80年代の経済条件すなわち低開発国の低成長や累積債

務問題の発生に規定された世界農産物市場環境の中で，輸出不振に見舞われて
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いる。とくに債務危機の発生したラテンアメリカ諸国は，農産物輸入を削減す

る事と農産物輸出を増大させるという二重の意味でアメリカ農業に打撃を与え

ている。こうした状況の中で，アメリカは輸出促進策を量的にも質的にも80年

代に入って増大させている。ここでとりあげた EEP-はそのうちの一つであっ

た。

アメリカは農産物輸出について， ECとは異なって自由貿易主義のスタンス

を採っている為，政府側はEEPを含めた輸出促進策をその理念と矛盾しない

様に遂行する必要， もしくは大義名分が必要であった。 EEPのそれに当たる

ものが4つの基準であり，特に targetの規定であった。ところが実際には，

その targetが作物においても，市場（国）においても拡大することによって

なしくずしになり，理念は一層形髄化している。

議会資料の検討によると，輸出低下の影響を最も強く受けた小麦・大豆の二

団体の主張は，こうした拡張を求めるものであった。ラテンアメリカ諸国の農

産物輸出拡大・輸入縮小といったアメリカ農業への打撃的政策も，アメリカ経

済全体の債務危機打解策としては， リスケジュールでいくらかの負担の軽減は

できても基本的には頼らざるを得ない方向である。しかし，これら債務国の輸

出は一次産品依存型である為， 輸出農業をかかえるアメリカ経済にとっては

トレード・オフの関係にあるのが，現在の累積債務問題である。この点を論拠

に農業側，とくに大豆などは，輸出促進策の拡大を迫るのである。現実の政策

動向をみると，結果的には，これらの要求が受け入れられたかたちとなってい

る。

さて，冒頭に述べた Talbotの農業政策決定原理の変遷は，農業内部だけで

は政策決定できず農外の政策決定の関与が増大したことを示すものと解釈でき

た。本稿でみた農業利益団体の主張を反映した，輸出促進策の拡張も，アメリ

力政府にとって，農業側の要求である農産物輸出拡大と，民間銀行を中心とし

た資本側の要求である累積債務問題への根本的対策とのトレード・オフ関係の

存在，いわば，農業問題が複雑に農外の利害関係と絡み合った状況の中で生ま

れてきた政策決定の一つの方向であったといえよう。ここでは，農業側がこの

状況をうまくついて，自らの要求を通し，政府の譲歩をかちとった。ただ，政
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府側も，農産物貿易自由主義の理念をそのまま実現する意志があるとは考えに

くく，建前でない本音の輸出促進策を，農業団体及び議会側の保護主義要求を

利用して，実現しているといえなくもない。また，こうした農業側の動きが，

製造業を含めたアメリカ経済全体の保護主義につらなっていったことも，農業

が農業内部だけの問題でなくなったことを示すものであろう。以上のような政

策形成の動きは，農業問題をアメリカ経済全体の中で単に規模が縮少した，孤

立した問題としてだけでは把えられないことを意味してもいる。

（付記）

本稿作成にあたっては，資料収集について福岡アメリカン・センターの川上さん，裏

川さんの多大な御協力を得ました。記して感謝いたします。




